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は じ め に

　ドイモイ政策施行20年近くを迎え，ベトナムの人

口の大半を占める北部紅河デルタと南部メコンデル

タの農村は大きく変貌している。農村に留まり農業

の多角化を目指す者，農業以外の生業と兼業する者，

母村を離れ都市に出稼ぎに行く者，土地を求めて入

植移住する者など，農民の活動が顕著である。本書

はドイモイ以降のメコンデルタの農業変化を農業経

済学の分析枠組みによって解明しようとした実証研

究である。著者がメコンデルタの調査を行った1990

年代後半は，評者が別の専門領域から同地域の農村

調査を開始した時期と重なる。先に調査を開始して

いた北部紅河デルタ農村と比較しながらメコンデル

タ農村研究を進めてきた評者にとって，本書で示さ

れるメコンデルタ農村の実態はその多様性を知るう

えで示唆に富んでいる。

　さて，本論に入る前にここでメコンデルタの基本

的な歴史的プロセスを確認しておきたい。フランス

植民地期に本格的な水田開発が進み，大土地所有制

が形成された経緯から［高田 1994，254-260］，その

不平等な社会構造がベトナム共和国時代まで引き続

いてきたが，同時代に行われた２度の土地改革が段

階的に一定の成果をみせ，南北統一までにほとんど

の小作農が自作農化したということである［大野 

1998，11-18］。

　集団農業経営システムを廃止した「10号決議」

（1988年），いわゆる農業の刷新のインパクトは一様

ではない。30年の集団化の時期を経てドイモイ後各

農家に土地が均等に分配された北部とは異なり，そ

の時期が約10年と短かった南部においては農民間の

土地紛争が激化し「土地は元の所有者に返還する」

政策が出されるなど省レベルで事態の収拾が図られ

た［出井 1999，43］。集団化以前の土地保有状況に戻

り，土地を失った農民に対してベトナム政府はフロ

ンティアへの集団入植政策を推進してきたが，余剰

労働力を常に吸収してきたフロンティアもすでに消

滅しつつある。

　以上の前提を踏まえて，今日のメコンデルタの農

業はどのように変化を遂げてきたのか，各章の内容

を簡単に紹介し，本書の特徴を挙げたうえで，若干

の問題点を指摘したい。

Ⅰ　本書の構成

　本書の構成に沿って内容を簡単にまとめてみよう。

　序　章

　第１章　1976年以降の農業概況

　第２章　農業地域区分

　第３章　農業構造の諸変化と農民組織の役割

　第４章　賃金形成メカニズム

　第５章　農業構造における中農間の安定と変化

　第６章　２つのタイプの土地なし層

　結　論

　

　序章ではドイモイ以降，特に1990年代後半のメコ

ンデルタ地域における農業構造の変化を解明するこ

とが本書の目的として示され，以下のような問題提

起が行われる。ひとつは統計的にメコンデルタ地域

で最も多い１～３ヘクタールを保有する中農クラス

への土地の集中と階層分化の相関関係を解明するこ

とであり，もうひとつは土地集中を維持するメカニ

ズムがあるかどうかを判断することである。著者は

カントー大学メコンデルタ農業経営システム調査開

発研究所と共同でカントー省のホアアン社（行政村）

内の２つの調査地点（旧来からの集落と新経済指定

地区）にて1993年および97年と98年に臨地調査を行
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い，農業構造の変化と移住者の入植状況を分析した。

さらに農業専業村カントー省チュンアン社とホーチ

ミン市に隣接する都市近郊村ロンアン省ゴーデン社

とタンブー社において1996年と翌97年に比較調査を

行った。

　第１章では，南北統一から今日までの南部メコン

デルタにおける農業変化の時期が以下のように４段

階に分けられている。第１段階は1976～80年の急速

な農業集団化，第２段階は1981～88年の生産物請負

制（100号請負制）施行時期，第３段階は89～92年の

農家完全自主経営・多角化期，そして第４期は93年

の土地法施行から今日までの時期である。まず第１

期は農業集団化のために行われた土地調整の結果，

農業生産が大きく落ち込んだことが述べられ，第２

期は1981年から施行された「100号請負制」のもとで

全国的には農業生産が増加したが，南部では集団化

が進み農業生産が停滞したことが示されている。第

３期は「10号決議」以降に農業集団化が完全に崩壊

して土地争いが頻発したことが，第４期では土地使

用権証書が交付された後農村での土地売買や労働市

場の形成が顕著になってきたことが，述べてられて

いる。

　第２章ではメコンデルタを５つに農業地域区分し，

後述する３カ所の臨地調査地点がそのなかでどのよ

うに位置づいているのかを明らかにするための前提

を提示している。分類の基準は土壌の肥沃度，世帯

当たりの土地面積，農外就労機会の頻度などであり，

�肥沃で生産性が高く，小規模農業，�平均的な肥

沃度で生産性も中位，中規模農業，�土地が痩せて

いて生産性が低く，大規模農業，�土地が痩せてい

て生産性が低く，非米作地で小規模農業，�大都市

近郊で農外就労機会が農業に影響を与えている，と

いう５つの地域である。

　第３章は，上記区分では�にあたるカントー省ホ

アアン社における1993年から97年までの４年間の社

会移動の状況と土地保有分布の変化を分析している。

ホアアン社は米とサトウキビを生産する農業専業村

であるが，ベトナム戦争中にはアメリカ軍の駐屯地

があった。南北統一後に社会主義農業モデル地区と

して指定され，その後は国営農場として運営される

と同時にカントー大学の調査対象地でもあった。著

者は，４年間に13.5パーセントの世帯が移出するよ

うな流動的なメコンデルタ農村の社会的側面を踏ま

えながら，1.5～２ヘクタールを保有する中農の土地

集積が確実に起きている一方で，２ヘクタール以上

を保有する大規模農家や１ヘクタール未満を保有す

る零細農家が世帯数および総面積ともに減少してい

ることを実証する。著者はこのような中農の躍進の

理由として多角経営など総じて高い経営能力と，祖

国戦線と呼ばれる大衆組織傘下の各社会組織（農民

会，婦人連合，青年団など）や行政・指導者グルー

プの中核メンバーとしての資質を挙げている。

　第４章では，市場経済化がともなうホーチミン市

のような大都市近郊農村と農業専業地域における賃

労働市場の形成過程について概観し，主に２カ所の

調査地における賃金の決定メカニズムを分析する。

ひとつは平均保有土地面積が約1.5ヘクタールの農

業専業村チュンアン社（上記分類�）で，もうひと

つは平均保有土地面積が0.6ヘクタールと土地の細

分化と都市化が急速に進むホーチミン市近郊のゴー

デン社とタンブー社（同上，�）である。著者が指

摘しているように，双方の農村の農家が得る賃金は，

農業労働に関わる賃金水準は男女別にみてもほぼ一

律であるが，農外労賃はかなりのばらつきがみられ

る。しかし，このばらつきの最大の要因である多様

な仕事・作業の内容が示されないため，その専門性

と賃金の関連については不明である。著者はまた，

労働日当たりの平均収入を保有土地面積別に分類し，

土地面積が大きくなるほど収入が高くなる傾向があ

り，農業専業村の方が都市近郊村よりも農業に関す

る労働収益性が高いことを指摘している。

　第５章は引き続き４章で取り上げた２つの調査地

点において，ドイモイ以降いわゆる中農層の土地集

積が顕著にみられることを実証する。チュンアン社

の２～３ヘクタール保有農家とゴーデン社およびタ

ンブー社の1.0～1.5ヘクタール保有農家を「中農クラ

ス」と定め，その高い営農能力ゆえに他の階層が保

有する土地をも賃借または買収し，収益を増大する

構造を明らかにしている。さらに同章では，２つの

調査地の農家総収入に占める農外収入の比率が明ら
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かにされ，チュンアン社の多角農業モデルの代表例

VAC（菜園・養魚・家畜）の高い収入比率や，ゴー

デン社およびタンブー社の高い農外収入比率など，

それぞれの農村における就業構造上の特徴が指摘さ

れる。そのうえで，中農が単に経営面積を拡大して

いるだけではなく，企業家農民としても才覚を発揮

しているとしている。

　第６章では再びカントー省ホアアン社が分析対象

となる。ここでは３章で扱った集落ではなく，1997

年に新たに土地なし農民に向けた農村開発プロジェ

クトの入植地区に焦点が当てられる。新入植地に移

住した150世帯のうち1997年７月に130世帯からデー

タを収集し，１年４カ月後の98年11月に再調査した

結果，48パーセントの農家がすでに離村し，新しく

19世帯が移入していた。このような激しい社会移動

は営農の難しさを示しているが，一方で入植地に

残った農家がどのような生活状況に置かれ，生活を

維持しているかを説明する。そして著者は主にその

収入源に基づき，プロジェクト当初からの入植者を

リスク分散型で変動よりも安定を好む多戦略労働者，

一方新移住者を就労機会に応じて渡り歩き移住率も

高い農業労働者と分類する（注１）。

　結論の章は各章のまとめをしたうえで，中農層へ

の土地集積によって土地なし層が増大するという相

関関係を指摘している。営農能力の高い中農が今後

さらに発展するには，日本の農協がモデルになるの

ではないかとの見通しを示し結語としている。

Ⅱ　本書の特徴と評価点

　まず第１に，本書はドイモイ以降のメコンデルタ

の農家の土地保有面積の変化に注目し，農村内階層

構造の変化を明らかにした点が評価できる。農業集

団化解体以降に立ち現れてきた中農クラスへの土地

集積傾向と土地なし層の増加について３カ所の調査

地点でのデータを駆使して実証したことは，メコン

デルタの農業構造が転換したことを示す重要な論拠

となる。従来の古典的な農民分解のパターンは，大

土地所有制のもとでの大規模な土地を保有する上層

農民と零細または土地なし農民の２極化へと格差が

拡大する傾向を示していた。実際に1950年代末から

60年代初めまでのメコンデルタ農村を調査した文化

人類学者ヒッキーの著作からもその極めて偏った階

層構造が見て取れる（注２）。本書で指摘されているよ

うに，３ヘクタール以上の上層農民が土地を維持で

きずにどんどん分解していく様子は，もはや従来の

メコンデルタの姿ではない。本書のなかではその基

準が微妙にぶれてはいるが総じて1.5～３ヘクター

ルの土地を保有する中農クラスはいわばドイモイ政

策の恩恵を最も受け，期待通りにベトナム農業の躍

進の牽引役となっている存在である。彼らは新技術

を導入し国際市場を睨みながら商品価値の高い農産

物を中心にVAC多角経営で高い収益を上げ，村落

内の中核リーダーとしての役割を担う「独立企業家」

でもある。

　また，本書のもうひとつの主要な考察対象である

土地なし層の高い流動性の経済的要因についても説

得的に論証している。すなわち，経営能力に劣る1.5

ヘクタール未満の小規模および零細農家が，経営採

算が合わなかったり災害や家族の不幸で困窮したり

して土地を手放した（その主な吸収先は中農と思わ

れる）農業・農外賃労働者として描かれると同時に，

より高い賃金を求めて都市部に移出する合理的農民

としても描かれている。そこにはヒッキーの調査時

に描かれた最も不安定で何とか生命を維持する農村

最下層の悲壮感はない。ただ，本書のデータ（第３

章）が明示しているように，移動するのが土地なし

層ばかりではなく，営農目的で移住する世帯も確実

にいることを確認しておく必要がある。

　第２に，本書の特徴は賃金水準と労働日当たりの

収入の相関関係を分析し，労賃の決定メカニズムを

明らかにしたことである。そこで導き出された結論

は，最小土地保有世帯の労働力の最少機会コストが

労働市場での賃金水準を決定するということである。

著者によれば，市場の賃金が少しでも労働日当たり

の収入を超えれば，この労働力は容易に労働市場に

流れ込むという。その賃金は1996年時で男性約３万

ドン，女性約２万ドンであった。この賃金設定は，

評者が同時期メコンデルタ農村で調査をしていた時

に農業労働者のインタビューで得た労賃とほぼ一致
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しており［岩井 1999，125］，価格設定の妥当性を裏

付けている（注３）。この論理に基づいて考察すれば，

小農・零細農は労働市場の相場をみながら農業経営

を継続するかどうかを合理的に判断し，高い賃金を

求めて都市部へ流入していく前述の土地なし層の議

論につながる。確かにドイモイ以降の外資導入にと

もなう工業化によってホーチミン市のような大都市

の労働市場が急速に拡大し，農村からの多くの労働

力移動を生み出す背景としてこの議論は有効であろ

う。

　以上，著者が着目する２つのアクター，すなわち

「独立自営企業家農民」としての中農層と，大都市を

中心とした労働市場への大量の未熟練で安価な労働

力を供給する元小農・零細農出身の「合理的農民」

の動きを定量的に分析した本書は，ドイモイ以降の

農業変化の一面を的確に捉えていると思われる。

Ⅲ　本書の問題点とまとめ

　最後に本書の問題点を若干指摘しておきたい。

　まず，本書の核心部分を構成する中農クラスの拡

大についての解釈である。確かに著者がデータを収

集した期間の土地保有面積の推移をみれば中農への

土地集積という変化が見て取れるが，圧倒的多数の

土地保有世帯が小農および零細農家であるという現

実はどのように理解されるのか。都市近郊村のゴー

デン社およびタンブー社はいうまでもなく，農業専

業率が高いカントー省の２社においても平均保有面

積は１ヘクタールを下回る。メコンデルタ全体でい

えば，マングローブ林が面積の大半を占めるミンハ

イ省（現カマウ省とバックリエウ省）とキエンザン

省以外のメコンデルタ諸省の平均保有面積は著者が

定めた中農クラスの保有面積である1.5ヘクタール

を下回る。この点についての説明がないために，農

民階層分化の議論も説得力に欠ける。

　第２に，農村の土地なし層の解釈について若干触

れておきたい。本書では，小農が土地を売却して雇

用労働者になるという変化に焦点を限定しているた

め，すでに南北統一以前から南部村落に存在してい

た大量の土地なし世帯の発生原因や社会構造には関

心が向けられていない。農村の雇用労働者問題は経

済的要因だけでなく，家族のサイクルや相続慣行な

ど社会的要因も極めて大きい。原則的に均分相続で

土地が分割されるメコンデルタにおいて人口増加は

土地の細分化を速め（注４），受け取る土地もない土地

なし世帯が急増する大きな要因となっていることも

指摘しておきたい。

　第３に，時期区分の問題である。著者は主にクッ

ク［Cuc 1995，79-122］に依拠し1976年以降のメコ

ンデルタにおける農業変化の時期区分を行っている

が，彼は集団経営時代が長かった北部を中心に全国

規模の農業政策を概観している。南部の農業政策の

展開とその時期区分については出井論文［出井 1991，

26-27］で議論されており，集団化実施状況について

も事例の詳細が明らかにされている［大野 2001，

101-112；Long 1988，163-173］。このような先行研

究を踏まえたうえで，メコンデルタ農業変化の時期

区分を試みてほしかった。

　最後に，ドイモイ以降のメコンデルタ農村の階層

構造を分析するには従来通りの土地面積による階層

分類では不十分であることを指摘しておきたい。評

者が関わってきたメコンデルタ農村調査では，人口

増加による急速な土地の細分化が進むなかで，イン

フラ投資による米３期作化や集約化で対応してきた

ことが明らかになっている［桜井 1999，93-94］。多

くの零細農が存在する一方，土地なし世帯の中には

安定的で比較的高い給与（または年金）を得るホワ

イトカラーや「企業家」タイプの富裕な世帯も存在

する［岩井 1999，122-129］。このように以前と比べ

農業の占める割合が低下しているメコンデルタ農村

における階層分類はこれまでとは全く異なる指標を

用いる必要があるのではないだろうか。

　以上指摘した問題点の多くは，どちらかといえば

本書の問題設定からずれているかもしれない。なぜ

ならば本書で示された分析枠組みと定量調査で得ら

れた結果は極めて整合性が高いからである。しかし，

敢えていうならば，一見経済合理性で説明できそう

な農民の行動も別の社会的要因が複雑に関係してい

ることも忘れてはならない。性急な一般化を避ける

ためにまず我々がしなければならないのは，定量的
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な研究とともに農民への地道なインタビューを基に

定性的な研究を重ねることで，大きく変容している

多様なメコンデルタの農村像を提示していくことで

はないだろうか。

　（注１）　同地域の農村開発プロジェクトでは営農目

的の入植者に一律0.15ヘクタールが割り当てられてい

る。本章の議論で不明なのは，この事実が議論の対象

外とされているという点である。

　（注２）　ヒッキーの階層分類は以下の通りである。

上層レベルは４ヘクタール以上の水田を所有するか５

ヘクタール以上の水田を小作する農民，中層レベルは

２～４ヘクタールの水田を所有するか2.5～５ヘク

タールを小作する農民，そして下層レベルは２ヘク

タール未満を所有するか2.5ヘクタール未満を小作す

る農民，雇用労働者，小規模の商売従事者などである

［Hickey 1964，235］。

　（注３）　ロンアン省タンアン市カインハウ社におい

て評者が行った農民のインタビューによれば，1996年

の男性の農業賃労働価格は３万ドン，女性の場合は１

万5000ドンであった。男性の農作業は耕起・脱穀・籾

の運搬などで，女性の農作業は田植え（直播の場合は

苗の間引き）と収穫である［岩井 2001，125］。

　（注４）　評者たちの調査では，集団化時期の約10年

間に相続サイクルが止まってしまったために，解体後

土地を取り戻した元所有者世帯では一斉に家族の間で

土地の相続が起こった［桜井 2001，92］。
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